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尼崎市消防団の軌跡①
1894(M27)

消防組規則の制定・尼崎消防組の誕生

自治的な私設消防組織から府県知事の
警察権に属する官設消防機関へと移行。
伊丹警察署尼崎分署が消防手を募集し、
50名からなる尼崎消防組が創設される。

1916(T5)

尼崎市制施行

1920(T9)

常備消防の芽生え

尼崎市消防組第2部に
常置消防手を配置する。

1939(S14)

警防団令の制定・尼崎警防団の発足

消防組は防護団と統合し、警防団を組織する。
尼崎警防団は警察署長の指揮監督のもと、消防組の組頭
が団長となり、9分団及び常備部・衛生部、団員1,232名、
消防自動車10台という陣容で発足した。

1936(S11)

小田村が合併

1941(S16)

尼崎消防署の誕生

特設消防署規程の改正により、尼崎市は
特設消防署設置都市の指定を受ける。
尼崎市警防団常備部は、兵庫県警察部に
属する尼崎消防署へと移行する。

1942(S17)

大庄村・立花村・武庫村が合併

1947(S22)

園田村が合併
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尼崎市消防団の軌跡②

1948(S23)

消防組織法の制定・自治体消防の確立

尼崎消防署は尼崎市に移管され、新たに尼崎市消防本部
尼崎消防署が発足する。

1947(S22)

消防團令の制定・６消防団の誕生

尼崎市、大庄、立花、武庫、園田の5警防団は解散し、
新たに中央、小田、大庄、立花、武庫、園田の6消防団
が組織された。

1951(S26)

尼崎市消防局の誕生

市の機構改革により尼崎市消防局を設置。
尼崎市消防署を中消防署とし、3出張所がそれぞれ消防署に昇格、
4署体制となった。

1962(S37)

一市一団統合・尼崎市消防団の発足

情勢に適応した消防団の在り方の検討が進められ、
市内の６消防団が廃止。新たに尼崎市消防団が設置
された。
一市一団統合が実現する。

1993(H5)

初の女性消防団員を採用

2002(H14)

自主防災会の整備完了

社会福祉連絡協議会を組織単位とした
自主防災会の整備が完了する。

2021(R3)

企画広報分団を設置
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尼崎市消防団の概要
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尼崎市の消防機関

尼崎市長（市町村の消防に関する責任）

第6条 市町村は、当該市町村の区域における消防

を十分に果たすべき責任を有する。

（市町村の消防の管理）

第7条 市町村の消防は、条例に従い、市町村長が

これを管理する。

（市町村の消防に関する費用）

第8条 市町村の消防に要する費用は、当該市町村

がこれを負担しなければならない。

（消防機関）

第9条 市町村は、その消防事務を処理するため、

次に掲げる機関の全部又は一部を設けなければな

らない。

⑴ 消防本部

⑵ 消防署

⑶ 消防団

消防組織法第3章地方公共団体の機関

尼崎市消防局

消防署

尼崎市消防団

常備の消防機関 非常備の消防機関

消防分団分署・出張所

市町村の消防事務を統括する機関

火災の予防、警戒、鎮圧、その他
災害の防除及び災害による被害の
軽減の活動を第一線に立って行う
機関

主として火災の警戒及び鎮圧、そ
の他災害の防除及び被害の軽減の
活動に従事する機関

自らの意思で参加した住民有志に
より組織されている公的機関

連携・協力
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尼崎市消防団の組織

企画広報分団 城内分団
難波分団
開明分団
西難波分団
竹谷分団
大物分団
水上分団

潮江分団
久々知分団
藻川分団
小田北分団
若草分団
常光寺分団
杭瀬分団
左門殿分団
稲川橋分団
金楽寺分団

浜分団
道意分団
東分団
浜田分団
西分団
今北分団
西立花分団
東大島分団
西大島分団

尾浜分団
大西分団
塚口分団
三反田分団
七松分団
水堂分団
東富松分団
南塚口分団
上ノ島分団
栗山分団
塚口本町分団

東武庫分団
西武庫分団
守部分団
南武庫之荘分団
西富松分団
武庫庄分団
友行分団
時友分団
西昆陽分団
常松分団
常吉分団

園田第1分団
園田第2分団
園田第3分団
園田第4分団
園田第5分団
園田第6分団
園田第7分団
園田第8分団
園田第9分団
園田第10分団

団本部
1分団12人

中央地区
7分団82人

小田地区
10分団108人

大庄地区
9分団95人

立花地区
11分団143人

武庫地区
11分団128人

園田地区
10分団143人

消防団長
1人

副団長
6人

尼崎市長

令和8年8月1日現在

組織：1本部・59分団

人員：718人（定数1,000人）
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消防団員の処遇

出動報酬 退職報償金公務災害補償年額報酬 被服等の貸与 表彰福祉事業

消防団としての
役務の対価として

消防団員としての
功労を称えるため

多年にわたる
苦労に報いるため

公務上の災害を
受けた団員又は
その家族の福祉の
向上を図るため

災害や訓練等への
出動に係る経費を
弁償するため

危険な業務にも
安心して従事する
ための補償として

団員の安全を
図るため

消組法23・条例 消組法23・条例 消組法23・市規則 消組法24・条例 消組法24 消組法25・条例 消組法4・条例

消防団員としての
労苦に報いる対価
として、年に2回、
階級に応じて条例
で定める額の報酬
を支給します。

消防団員の労苦に
感謝し、その功労
に報いるため、国、
県、市、その他の
団体が表彰を行い
ます。

在職5年以上の消
防団員が退職した
場合、勤続年数や
階級に応じて条例
で定める額の退職
報償金を支給しま
す。

公務により被災し
た消防団員及びそ
の家族の福祉を増
進するため、損害
補償を補完する付
加給付を行います。

災害や訓練等の活
動に出動した場合、
その活動内容に応
じて条例で定める
額の費用を弁償し
ます。

公務中の不慮の事
故による死亡や負
傷等の事案が生じ
た場合、消防団員
又はその家族に対
し、療養補償や休
業補償、介護補償
等の各種補償を行
います。

消防団活動を行う
うえで必要な活動
服や制服、長靴や
手袋等の安全装備
品を貸与します。

消防団は、法律に基づく市の消防機関です。

危険な業務に従事する消防団員には、報酬や補償など、

その労苦に報いる各種制度が法令により担保されています。

団員と家族を支える各種制度
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分団器具庫
分団器具庫は消防団の活動拠点であり、市の防災拠点 市内に58施設
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消防団車両

消防ポンプ自動車 小型動力ポンプ積載車

ポンプ

車両と一体化したポンプを搭載し、

車両のエンジン駆動を用いて送水す

る構造

車両に可搬式の小型動力ポンプを積

載し、必要に応じて使用･搬出できる

構造

ポンプの級別 A-2級 B-2級

規格放水圧力 0.85MPa 0.7MPa

規格放水量 2.0㎥/分 以上 1.0㎥/分 以上

資機材等
消火活動中心の資機材等を積載する

ことが多い。

消火に加えて救助資機材等も積載す

る多機能型が多い。

性向

火災現場での中核戦力として、素早

く安定した送水を連続して行うこと

に向いている。

車両が進入できない地域での消火や、

救助資機材の運搬まで含めた機動的

な運用に向いている。

主な用途

消火活動

火災現場での即時対応に有利

多用途

機動力と多機能性を活かした柔軟な

現場対応に有利

標準耐用年数 10年～15年 8年～12年

消防団の機動力、消防団車両は58台（積載車36台・ポンプ車22台）
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尼崎市消防団の一年

1月 消防出初式

2月 春の消防総合訓練

3月 署・団合同訓練

4月 新任消防団員辞令交付・研修

5月 水防工法訓練

6月 機械器具点検

7月 中堅消防団員研修

8月 招集訓練／消防団幹部夏季研修

9月

10月 正副団長行政視察研修

11月 ポンプ操法大会／秋の消防総合訓練

12月 年末火災特別警戒／消防団長巡視

尼崎市消防団の一年
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消防団の現状
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消防団員の構成

53人

83人

185人

243人

125人

29人

29歳以下 39歳以下 49歳以下

59歳以下 69歳以下 70歳以上

657人
92%

61人
8%

男性 女性

消防団員の年齢別内訳 消防団員の男女別内訳

令和8年8月1日現在
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消防団員数の推移（年齢構成別）

8% 6% 6% 7% 7% 7% 7% 7% 7% 6% 7%

21% 21% 19% 18% 18% 16% 15% 14% 13%
10%
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32% 31%
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20%
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

年齢構成比率の推移

70歳以上

60～69歳

50～59歳

40～49歳

30～39歳

29歳以下

46.6歳 47.2歳 47.6歳 47.7歳 47.7歳 48.4歳 48.6歳 49.2歳 49.2歳 49.9歳 49.7歳平均年齢
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消防団員数の推移
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退団者・入団者の推移
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尼崎市消防団の組織

企画広報分団 城内分団
難波分団
開明分団
西難波分団
竹谷分団
大物分団
水上分団

潮江分団
久々知分団
藻川分団
小田北分団
若草分団
常光寺分団
杭瀬分団
左門殿分団
稲川橋分団
金楽寺分団

浜分団
道意分団
東分団
浜田分団
西分団
今北分団
西立花分団
東大島分団
西大島分団

尾浜分団
大西分団
塚口分団
三反田分団
七松分団
水堂分団
東富松分団
南塚口分団
上ノ島分団
栗山分団
塚口本町分団

東武庫分団
西武庫分団
守部分団
南武庫之荘分団
西富松分団
武庫庄分団
友行分団
時友分団
西昆陽分団
常松分団
常吉分団

園田第1分団
園田第2分団
園田第3分団
園田第4分団
園田第5分団
園田第6分団
園田第7分団
園田第8分団
園田第9分団
園田第10分団

団本部
1分団12人

中央地区
7分団88人

小田地区
10分団107人

大庄地区
9分団92人

立花地区
11分団145人

武庫地区
11分団128人

園田地区
10分団143人

消防団長
1人

副団長
6人

尼崎市長

令和8年8月1日現在

団員の減少が分団の運営に

影響を及ぼすおそれがある。

※赤字は所属団員が10人未満の分団
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阪神地区7市1町の比較

尼崎市 西宮市 芦屋市 伊丹市 宝塚市 川西市 三田市 猪名川町

組織
1本部
59分団

1本部
33分団

1本部
4分団

1本部
6分団

1本部
10分団

1本部
11分団
30部

1本部
7分団

1本部
23分団

定数 1,000人 755人 134人 103人 200人 418人 704人 350人

実員 744人 660人 113人 96人 178人 354人 664人 329人

充足率 74.4％ 87.5％ 96.3％ 93.2％ 88.5％ 88.0％ 94.6％ 96.0％

人口比
（実員）

0.163％ 0.137％ 0.137％ 0.048％ 0.078％ 0.241％ 0.625％ 1.173％

車両 58台 38台 5台 6台 10台 29台 13台 30台

内容：令和7年4月1日現在

19



中核市の比較

尼崎市 西宮市 明石市 豊中市 吹田市 高槻市 枚方市 八尾市 寝屋川市 東大阪市

組織
1本部
59分団

1本部
33分団

1本部
8分団
50班

1本部
14分団

14部27班

1本部
9分団
2班

1本部
11分団
55班

1本部
11分団
49班

1本部
11分団
23部

1本部
7分団
33班

1本部
15分団

定数 1,000人 755人 1,040人 575人 250人 800人 500人 290人 435人 550人

実員 744人 660人 981人 490人 157人 655人 428人 290人 361人 508人

充足率 74.4％ 87.5％ 94.3％ 85.2％ 62.8％ 81.9％ 85.6％ 100.0％ 83.0％ 92.4％

人口比
（実員）

0.163％ 0.137％ 0.320％ 0.123％ 0.041％ 0.190％ 0.109％ 0.112％ 0.161％ 0.106％

車両 58台 38台 46台 18台 11台 48台 43台 23台 32台 32台

※調査対象とする都市は、兵庫県及び大阪府の中核市（1の都市に複数の消防団を組織している都市を除く。）

内容：令和7年4月1日現在
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社会的背景①（女性の社会進出）

男女別労働力人口の推移及び

労働力人口のうち女性の割合
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社会的背景②（シニア層の就業増）

資料：総務省「労働力調査」を加工して引用
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消防団の役割
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消防団に期待される役割

• 火災の鎮圧に関する業務

• 火災の予防及び警戒に関する業務

• 救助に関する業務

• 地震、風水害等の災害の予防、警戒及び防除並びに

災害時における住民の避難誘導等に関する業務

• 武力攻撃事態等における警報の伝達、住民の避難誘導等

国民の保護のための措置に関する業務

• 地域住民等に対する指導、協力、支援及び啓発に関する業務

消防力の整備指針における「消防団の業務」
地域防災計画や水防計画、

国民保護計画、避難行動要

支援者避難支援指針等、本

市が策定する計画の中には、

消防団の役割が付与されて

いる。
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火災件数と罹災人員の推移

＃耐火建築物の増加、都市の不燃化

＃エネルギー源の転換

＃調理機器等の安全装置の標準化

＃喫煙率の減少

＃火災予防行政の充実
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震災の記憶

人命救助には警察や自衛隊等、

多くの救援部隊が投入されたが、

火災に即時対応し、消火活動が行える部隊は

消防しかいなかった。

写真提供：神戸市
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意見交換・本日のテーマ

将来の災害への備えとして、

消防団における消防力をどのように維持・増進するか？

＃ 人的資源の確保 ＃ 消火技術の習得

＃ 装備・資機材の充実 ＃ やりがいを実感できる環境の整備
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